
貸　借　対　照　表

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

固定資産 17,526,721 固定負債 4,310,578

有形固定資産 15,987,173 長期借入金 1,366,465

製造設備 4,819,361 2,215,444

供給設備 9,723,831 145,100

業務設備 426,893 ガスホルダー修繕引当金修繕引当金 143,818

498,277 14,260

建設仮勘定 518,809 209,920

無形固定資産 99,140 215,570

ソフトウェア 95,486 流動負債 3,836,126

3,653 646,965

1,440,408 買掛金 1,534,833

投資有価証券 628,545 未払金 505,283

関係会社投資 35,000 未払費用 412,399

長期前払費用 233,671 341,917

507,456 前受金 274,715

その他投資他投資 36,326 預り金り金金 68,090

貸倒引当金 △ 592 関係会社短期債務 50,848

1,070

流動資産 3,838,390 負　債　合　計 8,146,704

現金及び預金び預金預り金金 1,799,644

受取手形 13,379 12,823,793

売掛金 1,311,041 資本金 400,000

関係会社売掛金 185,727 資本金 400,000

未収入金 128,108 3,962

製品 13,087 資本準備金 3,962

原料 78,170 12,419,831

貯蔵品 89,179 利益準備金 100,000

前払費用 342 12,319,831

関係会社短期債権 259 別途積立金 11,215,000

17,601 1,104,831

その他投資他流動資産 181,570 394,613

28,584 394,613

貸倒引当金 △ 8,307 その他投資他有価証券評価差額金 394,613

13,218,407

資　産　合　計 21,365,111 21,365,111

（平成３０年１２月３１日現在）

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

附帯事業設備 その他投資他固定負債

附帯事業長期借入金

附帯事業その他投資他固定負債

その他投資他無形固定資産 1年以内に期限到来の固定負債に期限到来の固定負債期限到来の固定負債の他投資固定負債

投資その他の資産の資産

未払法人税等

繰延税金資産

附帯事業流動負債

純　資　産　の　部

株主資本

資本剰余金

利益剰余金

その他投資他利益剰余金

繰延税金資産 繰越利益剰余金

評価・換算差額等

附帯事業流動資産 その他の資産有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。千円未満を切り捨てて表示しております。を切り捨てて表示しております。切り捨てて表示しております。り金捨てて表示しております。てて表示しております。しており金ます。



（注　記）

1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記な会計方針に係る事項に関する注記会計方針に係る事項に関する注記に係る事項に関する注記係る事項に関する注記る事項に関する注記事項に関する注記に係る事項に関する注記関する注記する事項に関する注記注記

(1)　資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法評価基準および評価方法および評価方法評価方法

①　有価証券

(ｲ) 子会社株式および関連会社株式および評価方法関連会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。原価法によっております。

(ﾛ) その評価基準および評価方法他有価証券

　　時価の評価基準および評価方法ある原価法によっております。もの評価基準および評価方法

　　　当事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資の評価基準および評価方法末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資の評価基準および評価方法市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資時価法によっております。（評価差額は全部純資評価差額は全部純資は全部純資全部純資

産の評価基準および評価方法直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）し、売却原価は移動平均法により算定）売却原価は全部純資移動平均法により算定）

　　時価の評価基準および評価方法ないもの評価基準および評価方法

　　　移動平均法による原価法によっております。原価法によっております。

2 たな卸資産の評価基準および評価方法（評価差額は全部純資製品・原料・貯蔵品）

移動平均法による原価法によっております。原価法（評価差額は全部純資貸借対照表価額は全部純資については全部純資収益性の低下に基づく簿価切下げの方の評価基準および評価方法低下に基づく簿価切下げの方に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資簿価切下に基づく簿価切下げの方げの評価基準および評価方法方

法）によっております。

 (2)　固定資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法減価償却の評価基準および評価方法方法

①　有形固定資産の評価基準および評価方法（評価差額は全部純資リース資産を除く）資産の評価基準および評価方法を除く）除く）く時価法によっております。（評価差額は全部純資）

定率法によっております。ただし、売却原価は移動平均法により算定）平成10年 4月 1日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資以降に取得した建物（建物附属設備を除に取得した建物（建物附属設備を除した建物（評価差額は全部純資建物附属設備を除を除く）除く）

く時価法によっております。（評価差額は全部純資）、売却原価は移動平均法により算定）ならび評価方法に、売却原価は移動平均法により算定）平成28年 4月 1日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資以降に取得した建物（建物附属設備を除に取得した建物（建物附属設備を除した建物附属設備を除および評価方法構築物については全部純資、売却原価は移動平均法により算定）定額は全部純資法

によっております。

　　　②　無形固定資産の評価基準および評価方法（評価差額は全部純資リース資産を除く）資産の評価基準および評価方法を除く）除く）く時価法によっております。（評価差額は全部純資）

定額は全部純資法によっております。ソフトウェア（評価差額は全部純資自社利用分）については全部純資、売却原価は移動平均法により算定）社内における利用可能期間における原価法によっております。利用可能期間

（評価差額は全部純資5年）に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資定額は全部純資法によっております。

3 リース資産を除く）資産の評価基準および評価方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産ファイナンス資産を除く）・リース資産を除く）取引に係るリース資産に係るリース資産る原価法によっております。リース資産を除く）資産の評価基準および評価方法

リース資産を除く）期間を除く）耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。とし、売却原価は移動平均法により算定）残存価額は全部純資を除く）零とする定額法によっております。とする原価法によっております。定額は全部純資法によっております。

 (3)　引に係るリース資産当金の計上基準の評価基準および評価方法計上基準および評価方法

①　貸倒引に係るリース資産当金の計上基準

債権の評価基準および評価方法貸倒れによる原価法によっております。損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権に備を除える原価法によっております。ため、売却原価は移動平均法により算定）一般債権については全部純資貸倒実績率により、売却原価は移動平均法により算定）貸倒懸念債権

等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資特定の評価基準および評価方法債権については全部純資個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。に回収可能性の低下に基づく簿価切下げの方を除く）勘案し、回収不能見込額を計上しております。し、売却原価は移動平均法により算定）回収不能見込額は全部純資を除く）計上しております。

②　退職給付引に係るリース資産当金の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額の評価基準および評価方法退職給付に備を除える原価法によっております。ため、売却原価は移動平均法により算定）当事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資末における原価法によっております。退職給付債務および年金資産の見込額および評価方法年金の計上基準資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法見込額は全部純資

に基づき、売却原価は移動平均法により算定）当事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資末において発生していると認められる額を計上しております。している原価法によっております。と認められる額を計上しております。められる原価法によっております。額は全部純資を除く）計上しております。

数とし、残存価額を零とする定額法によっております。理し、売却原価は移動平均法により算定）計算上の評価基準および評価方法差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（については全部純資、売却原価は移動平均法により算定）その評価基準および評価方法発生していると認められる額を計上しております。時の評価基準および評価方法従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額の評価基準および評価方法平均残存勤務および年金資産の見込額期間以内における利用可能期間の評価基準および評価方法一定の評価基準および評価方法年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。（評価差額は全部純資10

年）による原価法によっております。定額は全部純資法により按分した額は全部純資を除く）それぞれ発生していると認められる額を計上しております。の評価基準および評価方法翌事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資より費用処理し、売却原価は移動平均法により算定）しております。

③　役員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額退職慰労引に係るリース資産当金の計上基準

　　役員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額の評価基準および評価方法退職慰労金の計上基準の評価基準および評価方法支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。に備を除える原価法によっております。ため、売却原価は移動平均法により算定）内における利用可能期間規に基づく期末要支給額を計上しております。に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資期末要支給額は全部純資を除く）計上しております。

4 ガス資産を除く）ホルダー修繕引に係るリース資産当金の計上基準

球形ガス資産を除く）ホルダーの評価基準および評価方法周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、前回の修繕実績額に基づな修繕に要する原価法によっております。費用の評価基準および評価方法支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。に備を除える原価法によっております。ため、売却原価は移動平均法により算定）前回の評価基準および評価方法修繕実績額は全部純資に基づ

き、売却原価は移動平均法により算定）次回修繕見積額は全部純資を除く）次回修繕までの評価基準および評価方法期間に配分計上しております。

(4)　その評価基準および評価方法他計算書類の作成のための基本となる重要な事項の評価基準および評価方法作成の評価基準および評価方法ための評価基準および評価方法基本となる重要な事項となる原価法によっております。重要な事項

　消費税等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資の評価基準および評価方法会計処理し、売却原価は移動平均法により算定）

消費税等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資の評価基準および評価方法会計処理し、売却原価は移動平均法により算定）は全部純資、売却原価は移動平均法により算定）税抜方式および関連会社株式によっております。

2.　貸借対照表に関する注記に係る事項に関する注記関する注記する事項に関する注記注記

(1)　担保に供している資産に供している資産している原価法によっております。資産の評価基準および評価方法

(工場財団)

製造設備を除　　　　　　　　　　　   2,888,633千円



供している資産給設備を除　　　　　　　　　　　　 7,744,125千円

業務および年金資産の見込額設備を除                           391,258千円

(その評価基準および評価方法他)

　製造設備を除　　　　　　　　　　　   1,667,948千円

　附帯事業設備を除　　　　　　　　　　　 487,771千円

上記に対応する債務に対応する債務する原価法によっております。債務および年金資産の見込額

(工場財団設定分)

長期借入金の計上基準                       1,734,565千円

(内における利用可能期間、売却原価は移動平均法により算定）1年内における利用可能期間返済分)　 　　　　（評価差額は全部純資　　　512,600千円）

(その評価基準および評価方法他)

附帯事業長期借入金の計上基準                264,520千円

(内における利用可能期間、売却原価は移動平均法により算定）1年内における利用可能期間返済分)　 　 　 　 （評価差額は全部純資　　  54,600千円）

関係るリース資産会社の評価基準および評価方法借入金の計上基準 244,210千円に対して担保に供している資産提供している資産を除く）行った当社資産も含めて記載しておりまった当社資産の評価基準および評価方法も含めて記載しておりまめて記に対応する債務載しておりましておりま

す。

(2)　有形固定資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法減価償却累計額は全部純資および評価方法無形固定資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法減価償却累計額は全部純資

有形固定資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法減価償却累計額は全部純資　　59,548,841千円

無形固定資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法減価償却累計額は全部純資　　 1,249,227千円

(3)　保に供している資産証債務および年金資産の見込額

関係るリース資産会社の評価基準および評価方法金の計上基準融機関からの評価基準および評価方法借入金の計上基準に対して次の評価基準および評価方法とおり保に供している資産証を除く）行った当社資産も含めて記載しておりまっております。

岡山ガスエネルギー㈱　　　　　     ガス資産を除く）エネルギー㈱　　　　　     244,210千円

3.　税効果会計に係る事項に関する注記関する注記する事項に関する注記注記

(1)　繰延税金の計上基準資産の評価基準および評価方法および評価方法繰延税金の計上基準負債の評価基準および評価方法発生していると認められる額を計上しております。の評価基準および評価方法主な原因別の内訳な原因別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。の評価基準および評価方法内における利用可能期間訳

　　　繰延税金の計上基準資産の評価基準および評価方法

　　　　退職給付引に係るリース資産当金の計上基準　　　　　　　　　　　　618,108千円

　　　　未払事業税                             13,960千円

　　　　ガス資産を除く）ホルダー修繕引に係るリース資産当金の計上基準                 40,125千円

　　　　その評価基準および評価方法他                                 53,679千円

　　　　　小　計                              725,873千円

　　　　評価性の低下に基づく簿価切下げの方引に係るリース資産当額は全部純資                         △49,877千円

　　　　　合　計                              675,996千円

　　　繰延税金の計上基準負債

　　　　その評価基準および評価方法他有価証券評価差額は全部純資金の計上基準            △150,938千円

　　　繰延税金の計上基準資産の評価基準および評価方法の評価基準および評価方法純額は全部純資                      525,057千円

4.　関連当事者との取引に関する注記との評価基準および評価方法取引に係るリース資産に関する原価法によっております。注記に対応する債務

属性の低下に基づく簿価切下げの方
会社等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資の評価基準および評価方法

名称

議決権等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資の評価基準および評価方法

所有割合

(％)

関連当事者との取引に関する注記と

の評価基準および評価方法関係るリース資産
取引に係るリース資産の評価基準および評価方法内における利用可能期間容

取引に係るリース資産金の計上基準額は全部純資

(千円)
科目

期末

残高

(千円)

子会社
岡山ガスエネルギー㈱　　　　　     ガス資産を除く）

エネルギー㈱

所有

直接

100

債務および年金資産の見込額保に供している資産証

担保に供している資産提供している資産

役員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額の評価基準および評価方法兼任

（評価差額は全部純資4名）

債務および年金資産の見込額保に供している資産証

(注) 1 

担保に供している資産提供している資産

（評価差額は全部純資注）2

244,210

244,210

―

―

―

―

(注) 1．金の計上基準融機関からの評価基準および評価方法借入金の計上基準に対する原価法によっております。債務および年金資産の見込額保に供している資産証を除く）行った当社資産も含めて記載しておりまっております。なお、売却原価は移動平均法により算定）保に供している資産証料の評価基準および評価方法受取は全部純資ありません。

(注)2. 子会社の評価基準および評価方法金の計上基準融機関からの評価基準および評価方法借入に対する原価法によっております。土地 926,469千円の評価基準および評価方法担保に供している資産提供している資産であります。なお、売却原価は移動平均法により算定）取引に係るリース資産金の計上基準額は全部純資には全部純資担保に供している資産に



係るリース資産る原価法によっております。債務および年金資産の見込額の評価基準および評価方法期末残高を除く）記に対応する債務載しておりましております。

5.　１株当たり情報に関する注記たり情報に関する注記情報に関する注記に係る事項に関する注記関する注記する事項に関する注記注記

　　(1)　１株当たり純資産の評価基準および評価方法額は全部純資　　　　　　　　　　1,652円 30銭

　　(2)　１株当たり当期純利益　　　　 　　　　　 135円 36銭

6. 重要な会計方針に係る事項に関する注記な会計方針に係る事項に関する注記後発事象に関する注記に係る事項に関する注記関する注記する事項に関する注記注記

　　該当事項は全部純資ありません。

7. 当たり情報に関する注記期純利益

　　当期純利益は全部純資1,082,911千円であります。
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